
令和４年度 第２回七尾市健康福祉審議会障害者福祉分科会  

 
                   日 時  令和５年２月２日（木） 

午後２時～ 

場 所  フォーラム七尾  多目的ホール  

 

次  第  

 

 

１．開 会  

 

 

２．開会あいさつ 

 

   岡田会長  

 

３．報告事項  

 

（１）第５次七尾市障害者計画の取り組み状況について 

 

（２）第６期七尾市障害福祉計画の取り組み状況について 

① 障害福祉サービスの利用状況 

② 目標値の進捗状況 

 

（３）福祉に関するアンケート調査について 

 

４．その他  

 

 

５．閉会あいさつ 

 

   松島副会長  

 

６．閉 会  

 



№ 委　員　の　所　属

1 (福)七尾市社会福祉協議会

2 ● 七尾市・中能登町地域自立支援協議会

3 ◎ （一社）石川県社会福祉士会

4 ● 七尾市民生委員児童委員協議会

5 ● 七尾公共職業安定所

6 石川県七尾児童相談所

7 七尾商工会議所

8 七尾市総合福祉施設協議会

9 七尾市総合福祉施設協議会

10 石川県能登中部保健福祉センター

11 市民代表

12 市民代表

13 ○ （一社）七尾市医師会

14 石川県立七尾特別支援学校

15 七尾市保育士会

◎会長　　○副会長　　●交替委員 （五十音順）

【事務局】

職　名 氏　　名

課　長 谷　一　勝　信

課長補佐 久　水　啓　介

主  幹 三　野　　　希
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河　元　　寛　泰

七尾市健康福祉審議会　障害者福祉分科会委員

氏　　　名
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　守　　　世志子
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　※七尾市健康福祉審議会規則第７条により設置（運用は要綱による）

所　　属

七尾市健康福祉部
（福祉課）

健康福祉部福祉課
（障害者福祉グループ）

健康福祉部福祉課
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八　崎　　和　憲

薮　下　　史　恵

松　井　　隆　夫

松　島　　昭　廣

道　下　　雅　美



項目

（１）啓発・広報 ○七尾市障害者福祉団体連絡協議会との連携による普及啓発活動

　　【開催回数】

　 身体障害者連絡会 0 ( 0 ) 回

意見交換会をとおした障害特性の理解啓発

知的障害者連絡会 0 ( 0 ) 回

ヘルプカードをとおした障害特性の理解啓発

精神障害者連絡会 0 ( 1 ) 回

ボランティア活動をとおした障害特性の理解啓発

障害児連絡会 0 ( 2 ) 回

障害特性の理解啓発及び、親に対する相談支援体制の検討

○七尾市障害者週間事業

　（12/3～12/15　パトリア３階フロアに障害者の作品展示）

18団体参加

○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営

　（12/3～12/7　パトリア１階チャレンジショップの出店、しごとの部会）

就労支援事業所の商品を販売し、社会参加と活動周知を図る。

○障害特性等の理解啓発

　・市政講座

　・ケーブルテレビ：「簡単な単語や手話の魅力を紹介」

　・小学校出前手話講座： 開催学校数 6 ( 3 ) 校

参加児童数 233 ( 116 ) 人

（２）生活支援 ○相談支援事業所の設置

　（市内２カ所、七尾・中能登エリア合計３カ所） 相談件数

・さいこうえんの障害者生活支援センター 390 ( 387 ) 件

・ピアサポートのと 912 ( 612 ) 件

・相談支援事業所つばさ 38 ( 23 ) 件

○成年後見制度利用支援事業（市長申立） 決定者数 2 ( 3 ) 件

○成年後見制度利用支援者数（相談支援事業所等） 決定者数 3 ( 3 ) 件

○障害者虐待防止事業 相談･通報 6 ( 7 ) 件

虐待認定 3 ( 4 ) 件

○心身障害者医療費助成

　　 　 受給者証の交付　 1,720 ( 1,735 ) 人

○更生医療、通院医療の助成

 【更生医療費認定者】

196 ( 221 ) 人

（単位：人）

心臓 腎臓 その他 計

15 39 0 54

( 29 ) ( 49 ) ( 0 ) ( 78 )

1 137 4 142

( 2 ) ( 137 ) ( 4 ) ( 143 )
通院

資料１

第５次七尾市障害者計画の取り組み状況（令和４年度）
　※令和４年度の状況は、令和４年１２月末現在の状況。（　）書きは、令和３年度末の状況。

内容・実施状況

入院



項目

【精神通院医療費認定者】 【育成医療費認定者】

974 ( 932 ) 人 6 ( 7 ) 人

○日常生活用具、補装具の支給

　　【日常生活用具】 786 ( 1,266 ) 件

　　【補装具】 41 ( 94 ) 件

○各種手当の給付

・福祉手当（経過的福祉手当）　14,850円／月 4 ( 4 ) 人

・特別障害者手当　　　　　　　27,300円／月 32 ( 32 ) 人

・障害児福祉手当　　　　　　　14,850円／月　　　 17 ( 17 ) 人

○福祉タクシー利用助成事業

交付者数 160 ( 158 ) 人

利用延べ 3,983 ( 4,206 ) 件

○視覚障害者生活訓練事業の実施

福祉相談会 19 ( 13 ) 人 9/29開催

生活教室 27 ( 34 ) 回 要望により随時開催

○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営

　（くらしの部会による支援）

住まいや地域移行など、生活全般に関する地域課題を検討する。

くらしの部会　5回

・精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築について協議

・障害者理解促進に向けた啓発活動　　　

（３）生活環境 ○災害等緊急情報の提供・緊急通報体制の整備

　（聴覚障害者登録者へ災害時等にFAXにて情報提供）

登録者数 9 ( 9 ) 人

　（音声通話が困難な方への「NET119緊急通報ｼｽﾃﾑ」による緊急通報体制の確保）

登録者数 11 ( 12 ) 人

○福祉ネットワーク・自主防災組織数

福祉活動や防災活動の連携を通じた、地域での支え合いづくり

238 ( 238 ) 町会

（４）教育・育成 ○健やか児療育連絡会の開催 事例検討

9 ( 6 ) 回 28 ( 21 ) 件

七尾市の公私立保育園等に在籍している障害児や気になる子について、

毎月ケース検討を行い、療育支援についての情報共有を行う。

○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営

　（こどもの部会による支援）

支援が必要な子どもとその保護者について、ニーズ把握や支援の向上に

取り組む。医療的ケア児の支援に関する協議を行う。

こどもの部会　5回

・こども支援連携マップの作成

内容・実施状況



項目

（５）雇用・就業 ○七尾市・中能登町地域自立支援協議会の運営

　（しごとの部会による支援）

就労支援に関する取り組みや、個別ケース会議や事業所での取り組み

における課題等を検討する。

・チャレンジワーク

提携企業数 17 ( 13 ) 社

利用件数　 3 ( 4 ) 件

・模擬面接会

参加者数 0 ( 0 ) 人

・ジョブコーチ

支援件数 1 ( 0 ) 件

（６）保健・医療 ○療育親子教室の開催 32 ( 56 ) 回

○音楽療法の実施 0 ( 1 ) 回

○保育園等巡回支援の実施 13 ( 17 ) 回

○手話通訳者の配置 1 ( 1 ) 人

福祉課（パトリア内）に配置

○手話通訳者及び要約筆記者の派遣体制の充実

　　【派遣実績】

手話 47 ( 48 ) 件

要約筆記 0 ( 0 ) 件

○手話奉仕員養成講座の開催（中能登町分を除く）
入門課程　6/24～12/9 （全23回） 8 ( 3 ) 人

基礎課程　5/17～12/20（全30回） 3 ( 3 ) 人

　入門と基礎を七尾市と中能登町で交互開催（令和4年度は、入門：七尾市、基礎：中能登町）

○要約筆記啓発講座の開催

第1回（日中開催）10/26　 4 ( 9 ) 人

第2回（夜開催）　11/2 5 ( 4 ) 人

○視覚障害者への声の図書の推進

　　七尾市広報や図書館便りのCD化

○県障害者スポーツ大会への参加促進

（石川県西部緑地公園陸上競技場等）

　陸上 5/29 0人

　ﾌﾗｲﾝｸﾞﾃﾞｨｽｸ 5/22 2人

　ボウリング 5/21 1人

　水泳 5/15 2人

　卓球 5/28 3人

○ふれあいスポーツ大会・風船バレーボール大会の開催

ふれあいスポーツ大会

6/24（七尾総合市民体育館）

障害者・高齢者風船バレーボール大会

9/30（七尾総合市民体育館）

内容・実施状況

（７）情報・コ
ミュニケーション

（８）スポーツ・
文化・社会資源

（中止）

中止 （中止）

中止 （中止）



第６期七尾市障害福祉計画の取り組み状況（令和４年度）

　○障害福祉サービスの利用状況

　　※令和４年１０月サービス提供分の状況。（ ）書きは、計画における令和４年度の見込量。

項目

○訪問介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護の実施

（単位：人）

居宅介護 63 ( 65 ) 行動援護 0 ( 0 )

重度訪問介護 1 ( 1 ) 重度障害者等包括支援 0 ( 0 )

同行援護 12 ( 9 )

（単位：人）

生活介護 199 ( 199 ) 就労継続支援(A型) 15 ( 19 )

自立訓練(機能) 24 ( 30 ) 就労継続支援(B型) 175 ( 176 )

自立訓練(生活) 7 ( 11 ) 就労定着支援 0 ( 2 )

宿泊型自立訓練 5 ( 8 ) 療養介護 23 ( 24 )

就労移行支援 7 ( 10 ) 短期入所 32 ( 25 )

（３）居住系サービス ○自立生活援助、共同生活援助（グループホーム）、施設入所支援

（単位：人）

自立生活援助 19 ( 11 ) 施設入所支援 145 ( 151 )

共同生活援助 75 ( 76 )

○計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援

　地域移行支援：入所・入院していた方が在宅に戻るために必要な準備を一緒に行う。

　地域定着支援：在宅で一人暮らしをしている方の緊急時におけるサポートを行う。

（単位：人）

計画相談支援 152 ( 160 ) 地域定着支援 5 ( 14 )

地域移行支援 1 ( 3 )

※数値は、各月の利用者数の平均

○障害児相談支援、児童発達支援、放課後等デイサービス

（単位：人）

障害児相談支援 16 ( 23 ) 放課後等デイサービス 73 ( 69 )

児童発達支援 5 ( 9 ) 保育所等訪問支援 0 ( 5 )

医療型児童発達支援 0 ( 0 ) 居宅訪問型児童発達支援 0 ( 1 )

※「障害児相談支援」は、各月の利用者数の平均

（４）相談支援

（５）障害児通所支援
等サービス

資料２

内容・実施状況

（１）訪問系サービス

（２）日中活動系サー
ビス ○生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、

  療養介護、短期入所の実施



第６期七尾市障害福祉計画における目標値の進捗状況　（令和４年１２月末現在）

（１）施設入所者の地域生活への移行

NO. 項　目

10 人 1 人 1 人

147 人 145 人

（２）地域生活支援拠点等の機能充実

NO. 項　目

1
圏域にひとつ以上の地域生活支援拠点等を確保しつ
つ、その機能充実のため、年１回以上運用状況を検
証、検討

（3）福祉施設から一般就労への移行

NO. 項　目

令和5年度の一般就労移行者数

うち、就労移行支援事業を通じ
た一般就労移行者数

うち、就労移行支援事業A型を
通じた一般就労移行者数

（うち就労移行支援事業を通じた一般就労移行者数1人）

（うち就労移行支援A型を通じた一般就労移行者数2人）

（うち就労移行支援B型を通じた一般就労移行者数1人）

2
一般就労移行者の就労定着支援事業利用者割合を
７割以上

3
就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所を全体
の７割以上

福祉施設から一般就労への移行者数を令和元年度実
績の1.27倍以上とし、併せて各事業を通じた移行者数
を以下のとおり
　就労移行支援事業　　　 1.30倍以上
　就労継続支援事業A型　1.26倍以上
　就労継続支援事業B型　1.23倍以上
（令和元年度の一般就労移行者数：4人）

就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所 - -

うち、就労移行支援事業B型を
通じた一般就労移行者数

2人 7人 5人

就労定着支援事業を利用した一般就労移行者 - -

R5実績

1

7人 12人

3人 1人 1人

目標値 R3実績 R4実績

9人

2人 4人 3人

目標値 R3実績 R4実績 R5実績

七尾市・中能登町地域生活支援拠点等におい
て運用状況の検証及び検討をする。

5回開催 5回開催

0.7%

（5人削減） （7人削減）
2 施設入所者を令和元年度末時点から1.6％以上削減 R5年度末入所者数

149人
（3人削減）

目標値 R3実績 R4実績 R5実績

1
令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上を地域
生活へ移行 （令和元年度末施設入所者数：152人）

地域生活移行者数
（令和3年度～令和5年度） 6.6% 0.7%

資料３ 



（４）障害児支援の提供体制の整備

NO. 項　目

1
児童発達支援センターを各市町村に少なくとも1か所以
上確保し、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築

2
主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所
及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なく
とも1か所以上確保

3

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、各市
町村において、保健・医療・障害福祉・教育等の関係機
関が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療
的ケア児等コーディネーターを配置

（５）相談支援体制の充実・強化

NO. 項　目

1
各市町村または圏域において、総合的・専門的な相談
支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施す
る体制を確保

（６）障害福祉サービス等の質の向上のための取組に係る体制の構築

NO. 項　目

1
利用者が真に必要とする障害福祉サービス等を提供し
ていくため、サービス等の質を向上させるための取組を
実施する体制を構築

目標値 R3実績 R4実績 R5実績

令和５年度末までに１カ所以上確保 １カ所 １カ所

令和５年度末までに１カ所以上確保 １カ所 １カ所

令和５年度末までに関係機関が連携し、各種研
修に関する情報共有・参加促進のための体制を
構築

自立支援協議
会の各専門部
会において、
体制を構築済

自立支援協議
会の各専門部
会において、
体制を構築済

目標値 R3実績 R4実績 R5実績

令和５年度末までに関係機関が相談支援に関す
る検証・評価を行うための協議の場を確保

自立支援協議
会の各専門部
会において、
協議の場を確
保済

相談支援事業
所連絡会の体
制強化

令和５年度末までに関係機関の協議の場を設
置、コーディネーターを配置

既存の部会を
活用し協議、
コーディネー
ター参加

専門部会を新
設、コーディ
ネーター参加

目標値 R3実績 R4実績 R5実績



開催日 内　　容 開催日 内　　容

  令和５年度　七尾市健康福祉審議会・各分科会に係るスケジュール【事務局案】

年・月
健 康 福 祉 審 議 会 障　害　者　福　祉　分　科　会

アンケート調査の実施４月

　
６月

アンケート集計５月
第１回
(下旬)

・市長諮問
・審議会、各分科会ｽｹｼﾞｭｰﾙ

７月

８月

第１回
（下旬）

・現行計画進捗状況
・第7期障害福祉計画に係る基本指針について
・福祉に関するアンケート調査について

９月

１１月
第２回
（下旬）

各計画書素案について
第２回
（上旬）

１０月

２月 第４回
（中旬）

・最終審議
・市長へ答申

R6年
１月

パブリックコメント
第３回
（下旬）

１２月
第３回
（下旬）

各計画書素案について

R5年
３月

３月

第6次七尾市障害者計画・第7期七尾市障
害福祉計画(案）最終審議

予定 国基本指針の改正告示

第6次七尾市障害者計画・第7期七尾市障
害福祉計画(案）について



 

○七尾市健康福祉審議会障害者福祉分科会要綱 

平成16年10月1日 

告示第10号 

改正 平成17年4月1日告示第79号 

平成29年2月22日告示第28号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、七尾市健康福祉審議会規則(平成16年七尾市規則第75号、以下「規則」

という。)第7条の規定に基づく、障害者福祉分科会(以下「分科会」という。)に関し必要

な事項を定めるものとする。 

(任務) 

第2条 分科会は、次の事項を審議及び協議する。 

(1) 障害者福祉計画に関すること。 

(2) 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(平成25年法律第65号)第17条第1

項の規定に基づく障害者差別解消支援地域協議会の目的を達するための必要な情報の

共有及び障害を理由とする差別を解消するための取組等に関すること。 

(3) その他障害者福祉の重要事項に関すること。 

(組織) 

第3条 分科会の委員(以下「委員」という。)は、規則第7条第3項に該当するもののほか、

次に掲げる者から市長が委嘱する。 

(1) 市民代表 

(2) 有識者 

(3) 保健医療福祉関係者 

(4) 事業者・施設関係者 

(5) ボランティア団体代表 

(6) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

(委員の任期) 

第4条 委員の任期は、3年とし、再任は妨げない。ただし、当初の委員の任期は、委嘱さ

れた日から平成18年3月31日までとする。 

2 委員に、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第5条 分科会に会長及び副会長を置き、会長は、委員の互選によりこれを選任し、副会長



 

は、委員のうちから会長が指名する。 

2 会長は、会務を総理し、分科会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

(会議) 

第6条 分科会の会議は、会長が招集し、会長が議長となり議事を整理する。 

(意見の聴取) 

第7条 分科会は、必要があるときは委員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

(事務局) 

第8条 分科会の庶務は、健康福祉部福祉課において処理する。 

(その他) 

第9条 この要綱に定めるもののほか、分科会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成16年10月1日から施行する。 

附 則(平成17年4月1日告示第79号) 

この告示は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則(平成29年2月22日告示第28号) 

この告示は、平成29年4月1日から施行する。 

 



障害者計画及び障害福祉計画策定のためのニーズ
調査（アンケート）の実施について 
 
（１）障害者等の実態把握について 
 

 

 

 

○ 平成25年４月に施行された障害者総合支援法においては、市
町村が計画を作成するにあたり、障害者等の心身の状況やその
置かれている環境その他の事情（以下「障害者等の実態」とい
う。）を正確に把握した上で、これらの事情を勘案し、計画を
作成するよう努めることとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）実施方法および対象者 
 

○ 身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳が交

付されている方から抽出し、アンケート調査を実施する。 

・障害者（18歳以上）：全体   人（前回：3,4３４人） 

の約20％ 

（約700人）… 無作為抽出 

・障害児（18歳未満）：100％   人（前回１１５人） 

※人数は、令和５年４月末（前回令和２年４月末）時点の数値 

○ 統一の調査様式とし、障害種別ごとの様式は設けない。 

○ 視覚に障害がある方については、聞き取り等により対応する。 

○ 回答率を確保するため、アンケートの配布・回収について、 

障害福祉サービス事業者等にも協力をお願いする。 

○障害者総合支援法（抜粋） 

(市町村障害福祉計画) 

第88条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の

確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画(以下「市

町村障害福祉計画」という。)を定めるものとする。 

２～４ 略 

５ 市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、その

置かれている環境その他の事情を正確に把握した上で、これらの事情

を勘案して、市町村障害福祉計画を作成するよう努めるものとする。 

次期障害者計画及び障害福祉計画の策定にあたり、障害があ
る方の福祉サービスの利用実態や福祉に関する意識、意向等を
把握し、計画策定や施策推進に役立てるため。 
 



（３）アンケート内容について 
○ 設問項目 

１．性別・年齢などについて 

２．住まいやくらしについて 

３．日中活動や就労などについて 

４．障害福祉サービス等の利用について 

５．相談相手や周囲の理解について 

６．権利擁護について 

７．災害時の避難等について 

 

（４）実施時期について 
 

○ 令和５年  月   （前回：令和２年６月）    

・発送日：  月初旬 （前回：令和２年６月初旬） 

・提出締切日：  月末（前回：令和２年６月末） 


